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報道機関各位 

2018 年９月 20 日 

株式会社サーベイリサーチセンター 

                                                      

 

SRC自主調査の調査結果について 

2018 年 台風 21 号上陸における大阪市民の意識と行動に関する調査 

 

株式会社サーベイリサーチセンター（本社：東京都荒川区）は、「2018 年 台風 21 号上陸におけ

る大阪市民の意識と行動に関する調査」を実施しました。 

 

■調査の背景                                   

2018 年９月４日に、非常に強い勢力を持つ台風 21 号の上陸による暴風雨により、建物等への被害や

長期にわたる停電、通勤・通学など日常生活に様々な影響が発生しました。 

大阪市内に在住の住民が「事前に情報を把握していたか」「情報を受けてどのような行動をとったか」な

どを明らかにし、今後の防災対策や効果的な災害発生時の情報発信方法のあり方を探ることを目的として、

調査を実施しました。 

 

■調査の概要                                   

・調査対象：大阪市内に在住の 20 歳以上男女個人 

      ※調査対象地点は、東淀川区、西淀川区、旭区、住吉区、福島区、大正区、港区、西成区、

淀川区、生野区など、計 15 区（台風 21 号による停電、またその復旧までに長期間を要

した区）を中心として選定した。 

      ※調査対象者は、調査対象地点内で調査員が無作為に居宅を抽出して協力を依頼し、性別・

年代別の割当数を目標に決定した（ランダムウォーク法，クォータ法）。 

・調査方法：面接調査法（個人） 

・調査内容：事前情報による行動／台風当日の行動／台風発生後に困ったこと／防災に対する備えなど 

・有効回答：303 サンプル   ※区別の回収数は下記の通り 
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・調査期間：2018 年９月 10 日（月）～９月 18 日（火） 
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■調査結果の概要                                 

▼台風に関する事前情報への受け止め方 

「いつもの台風と違う状況になると思った」が約７割の一方で、「避難を具体的に考えるべきだ

と思った」は約２割 
 
・事前の報道等は全員が見聞きしており、これにより「いつもの台風と違う状況になると思った」

（71.3％）が約７割と高い一方で、「避難を具体的に考えるべきだと思った」（23.5％）が 

２割程度と、避難を考えた人は少ない結果となっている。 

 

 

▼事前情報による行動 

事前準備は「テレビやラジオ」「パソコンや携帯電話・スマートフォン」を通じた情報収集が中心 

刻々と変化する気象情報等への具体的な対策を講じた人は少ない 
 
・台風の事前情報による準備行動は、「テレビやラジオの情報に注意した」（73.6％）が特に多く、

次いで「パソコンや携帯電話・スマートフォンなどで情報を収集した」（40.3％）となってお

り、多くの人々が情報収集を行っていた。 

・「非常用の食品や飲料水」「非常持ち出し品」の用意・確認をした人は３割未満と少ない。 
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▼実際に上陸した台風の想像との違い 

実際に上陸した台風は「想像していた強さよりも強いものだった」が８割以上 
 
・実際に上陸した台風は、「想像していた強さよりも強いものだった」が 81.2％と、住民の想像

以上の威力であったことがうかがえる。 

・事前情報での台風の威力の想定別にみると、いつもの台風と同じ状況だろうと思っていた人（2

ページ：Ａ．いつもの台風と違う状況になると思ったで「あまりそう思わなかった」または「全

くそう思わなかった」と回答した人）では「想像していた強さよりも強いものだった」が９割

以上を占めている。また、いつもの台風と違うと想定していた人でも、7 割以上が想像よりも

強いものだったと回答している。 

 
 

【事前情報での想定状況別】 

 
 

▼公共交通機関の運行停止などの早めの措置に対する考え 

公共交通機関の早めの措置には９割以上が肯定 
 
・公共交通機関の早めの措置は、「危険や混乱を避ける上で、必要なことだと思う」（72.9％）、

「通学や通勤に影響は出るが、休校や休業の判断にもつながるので必要なことだと思う」

（20.5％）と、必要性を感じている住民が多い。 
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してほしい １

社会への影響や不便を考えると、可能な限り運

行してほしい １

わからない
n = 303

（％）
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▼通勤の状況 ※通勤をともなう仕事に「従事している」と回答した人のみ 

台風や風水害の発生に関して出勤判断などのルールが決められている会社は３割未満 

 

・通勤をともなう仕事に従事している人の当日の行動は、３割以上が「いつもと同じように出勤し

た」（34.3％）と回答しており、「出勤途中で、どこかに留まらざるを得ず、いつもより時間がか

かった」（3.7％）と合わせると、約４割が出勤している。 

・当日もしくは前日の勤務先からの指示では「（出勤しないように）指示が出た」は 45.5％、「指示

は出なかった」が 49.3％と同程度となっている。 

・台風・風水害の発生に関する出勤判断などのルールについては、３割以上が「事前に決めている

ことは特になかった」（34.3％）と回答しており、勤務先での出勤に関する判断基準やその連絡

方法等についてのルール設定の重要性が示されている。 

 

【台風の当日の出勤状況】 

 
 

【勤務先からの前日・当日の指示の有無】 

 

 

【台風・風水害の発生に関する出勤判断などのルールの有無】 
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▼メディアの防災情報に対する考え 

「注意を喚起するために、積極的に強く発信した方がよい」が約７割 
 
・テレビ・ラジオの防災情報での台風や大雨に関する警報や危険への注意については、「注意を

喚起するために、積極的に強く発信した方がよい」が 69.3％、「気象情報や警報などの内容を、

正確に冷静に伝えればよい」が 26.1％と、積極的な強い発信を望む人が多い。 

 

 

 

▼自宅や居住地区での台風による被害 

「停電」と「暴風による建物等の損壊」「電柱や樹木の倒壊・破損」の風害が多い 

懸念事項は「コンビニやスーパーでの物資不足」が発生したこと 
 
・自宅や居住地区における台風の被害では、「停電」（97.7％）、「暴風による建物等の損壊」

（84.8％）、「電柱や樹木の倒壊・破損」（74.9％）が特に多く、次いで「コンビニエンススト

アやスーパーでの物資不足」（46.5％）、「自動車類の転倒、追突、破損など」（27.4％）とな

っている。 

  

69.3

26.1

4.6

注意を喚起するために、積極的に強く発信し

た方がよい

気象情報や警報などの内容を、正確に冷静に

伝えればよい

どちらともいえない
（%）

n = 303

97.7

84.8

74.9

46.5

27.4

11.9

4.0

2.3

0.7

0.7

0.3

0.3

6.3

0.3

0 20 40 60 80 100

停電

暴風による建物（壁・屋根・窓など）、看板や
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入院や通院している医療機関の機能停止

ガソリン等の物資不足

高潮や大雨による浸水

ガスの供給停止及びプロパンガスの破損

土砂崩れや法面の崩落

火災

その他

特にない n = 303
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▼台風当日（９月４日）以降で困ったこと 

「停電による機器の使用不能」や「ライフライン復旧に関する情報不足」への不安が中心 

 

・台風当日以降に困ったことは「停電にともなって、様々な機器等の使用ができなくなった」

（94.1％）が最も多かった。また、停電による情報機器の使用の制約もあり「ライフライン（電

気・ガス・水道など）の復旧見通しなどの情報の不足」（52.8％）の回答が多く、災害時及び

災害後においても情報提供の重要性が示されている。 

 

 

  

94.1

52.8

26.7

26.1

18.8

16.8

15.8

15.5

9.2

6.6

3.6

1.0

0.3

0.0

4.0

1.7

0 20 40 60 80 100

停電にともなって、様々な機器等の使用ができなくなった
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ごみなどの処分の手間や不便

庭木や外構、ブロック、ガレージ等の破損への対応

外が危険で、買い物などの外出ができなかった

自治体からの災害や復旧に関する情報の不足

食品・飲料水が不足した

公共交通機関の復旧見通しなどの情報の不足

精神的な不安による体調不良

自動車・バイクなどの破損への対応

医療機関受診（通院や入院）の不便

ケガや病気の悪化

高潮や大雨による浸水の排水

その他

特にない n = 303

（％）
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▼居住地区の自主防災組織・消防団の認知 

自主防災組織・消防団の認知度は半数程度 

 

・居住地区での自主防災組織及び消防団については、ともに「わからない」の回答が最も多くな

っており、地域での防災活動を担う組織の存在がわからない住民が多い。 

 

 

 

▼居住地区における防災に関する活動状況 

居住地区で防災に関して「活発に活動していない」と感じている住民が４割以上 

 

・居住地区における防災に関する活動は、「あまり活発に活動していない」（26.1％）と「活発に

活動していない」（15.8％）を合わせると、４割以上の住民が活発な活動をしていないと感じ

ている。 

・４割近くが活動状況について「わからない」（38.0％）と回答しており、居住地区における防

災活動に関する情報の浸透と、市民一人ひとりの関心が課題といえる。 
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▼災害時の備えとして取り組もうと考えていること 

「食料・飲料水などの備蓄」「非常持ち出し袋の用意」「気象情報等への理解」 

 

・災害時の備えとして取り組もうと考えていることは、停電にともなう断水や物資不足など、被害

の長期化を考慮した「食料・飲料水などの備蓄」（69.6％）が特に多く、次いで「非常持ち出し

袋の用意」（49.8％）と回答している。 

・また、今回のような想定以上に強い台風の上陸を経験したことにより、「気象情報等への理解を深

める」（49.5％）とともに、「避難場所や連絡手段を家族などと話し合う」（42.6％）、「自治体か

らの避難勧告や避難指示の情報に従う」（36.6％）などの避難に関する取り組みへの回答も多く

あがった。 

 

 

▼災害への備え（停電への備え、アイデア） 

「懐中電灯・ランタン」「ラジオ」「電池」等の用意と地域でのコミュニケーション 

 

・今回の台風を受けての今後に向けた災害（停電）への備えやアイデアを自由にお聞きしたところ、

特に多い意見は「懐中電灯・ランタン」「ラジオ」「乾電池」であった。また、いざという時にそ

れらの機器が使えなかった経験から、日頃の点検・確認が重要との意見もみられた。 

・携帯電話・スマートフォンで情報を入手している人が多く、モバイルバッテリーや電池式、手動

式などの「充電機器」の対策に関する意見も多かった。 

・マンション等の集合住宅に居住している方では、長時間に及ぶ停電にともなって電力を必要とす

るポンプの停止による断水の経験者も多く、「食料品」とともに飲料水・生活用水などの「水」の

備蓄に対する意見も多かった。 

・いざというときの避難場所が分からない、情報が入らないなどに対する不安を感じた人では、「日

頃からの地域でのコミュニケーション」の重要性を改めて認識した人も多かった。 
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自治体からの避難勧告や避難指示の情報に従う

日ごろから近隣住民どうしのコミュニケーションを良くする

通勤や通学などでの危険の予測や対応の判断

家屋の補強や改築

家具の配置や貴重品の保管場所などの検討

浸水想定区域図（洪水ハザードマップ）などの確認

防災訓練や、自主防災組織など地域活動への参加

その他

特にない n = 303

（％）
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■サーベイリサーチセンター会社概要                        

・会社名 ：株式会社サーベイリサーチセンター 

・所在地 ：東京都荒川区西日暮里 2 丁目 40 番 10 号 

・設立  ：1975（昭和 50）年 2 月 

・資本金 ：6,000 万円 

・年商  ：６6 億円（2017 年度） 

・代表者 ：代表取締役 藤沢 昌樹、代表取締役副社長 長尾 健、代表取締役副社長 石川 俊之 

・社員数 ：社員 231 名、契約スタッフ 429 名 合計 660 名（2018 年 3 月１日現在） 

・事業所 ：東京（本社）、北海道、北東北、東北、静岡、名古屋、大阪、岡山、広島、四国、 

      九州、南九州、沖縄 

・所属団体：公益財団法人日本世論調査協会 

一般社団法人日本マーケティング・リサーチ協会（JMRA） 

日本災害情報学会 など 

・その他 ：ISO9001 認証取得（2000 年 6 月） 

プライバシーマーク付与認定（2000 年 12 月） 

      ISO20252 認証取得（2010 年 10 月） 

      ISO27001 認証取得 （2015 年 11 月）※ 

※認証区分及び認証範囲：MR 部が実施するインターネットリサーチサービスの企画及び提供 

全国ネットワーク部が実施する世論・市場調査サービスの企画及び提供 

・URL  ：https://www.surece.co.jp 

 

 

 

 

■本件に関するお問合せ先                             

株式会社サーベイリサーチセンター（https://www.surece.co.jp） 

広報担当：松下 正人（src_support@surece.co.jp） 

TEL：03-3802-6779 FAX：03-3802-6729 携帯：090-2247-9769 

大阪事務所 

所長：中村 光明 

TEL：06-4801-9231 FAX：06-4801-9233 

●調査結果の内容については無断転載・複製を禁じます。 

本文を引用される場合は、出典に「株式会社サーベイリサーチセンター」を明記してください。 

●報道発表資料に記載している情報は、発表日時点のものです。 

●その他調査結果につきましては、当社ホームページをご覧ください。 

 https://www.surece.co.jp/research/ 
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